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研究成果の概要（和文）：公判活動の充実化が裁判員裁判の登場によって求められ、実態を分析

し、問題を発見・解決する必要がある。市民の意識を調査から、裁判員制度に対する厳しい評

価が見られること、裁判員制度に関する意識は高まっていることが明らかにされ、弁護士イン

タビュー調査から、新しい公判技術が求められている現状を明らかにされた。そこで、具体的

な実験調査を行ったところ、オープン型の質問が理解は得られやすく、弁護側求刑を適度な年

数によって示すことに量刑を引き下げる効果が見られた。 
 
研究成果の概要（英文）：It is requested fruitful lawyer’s activity in Japanese mixed trial. 
That is why we need to resolve problems by analyzing about Japanese practice and 
discover the new issues. According to research about citizen’s recognition, Japanese 
think more strictly about new mixed system, but feel it seriously for themselves. 
According to interviews from defense lawyers, they need to know new skills. Therefore, 
we tried experimental study. We found the possibility that opened questions were more 
comprehensive for lay judges and defense lawyer's request of appropriate years at the 
closing argument may generate more mitigate sentence. 
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１．研究開始当初の背景 
 裁判員制度の導入により、「分かりやすい
裁判」が求められている。一方で、わが国の

尋問技術に関する研究は、1950～60 年代
に、盛んに行われてきた。裁判官らによる
独自の研究が、「集中審理論」という形で行
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われたこともある。このように、当事者主
義訴訟がわが国に移入された時代には、尋
問技術への関心が高かったが、これらはど
ちらかと言えば英米法分野の翻訳が、主な
内容であることが多かった。特に、尋問を
行う弁護士層などから、アメリカなどで発
展してきたような公判技術論の展開は、あ
まり見られなかった。しかし、最近では、
裁判員制度の導入と公判の活性化を契機に、
わが国でも独自の検証が進みつつあり、現
在ではより科学的な検証を行うことに意義
があると考えられる。また、科学的な検証
とともに、これまであまり意識されてこな
かった、実務のノウハウの集積とその体系
化が求められている。 
 
２．研究の目的 
以上のような背景のもとで、裁判員裁判に

おける公判・評議技術の実証的研究を行うこ
とが、研究の目的である。特に、裁判員裁判
では、法律家が市民をいかに受け入れていく
のかが求められている。そのためには、従来
の裁判理念に沿って、専門家にとって必要な
公判・評議技術の新しいあり方、これまで経
験のない技術について、研究する必要がある。
それには、単なる法律論にとどまるものでは
なく、認知心理学、社会心理学の知見をも導
入した研究を行うことが、有益であると考え
られる。また、その技術は単なる技術論では
なくて、裁判員裁判において「わかりやすい
公判」・「裁判官と裁判員との協働」を実現す
るために求められていて、これは裁判員に目
線を当てた新しいモデルを構築するきっか
けとなるものである。そしてそのことは、公
判の活性化を促し、それが裁判の正当性、さ
らには正義の実現に資するものである。この
ような理念に基づいた、新しい裁判員裁判の
刑事実務のモデルを追求することが、本研究
の最大の目的である。 

 
３．研究の方法 
 そこで、わが国の法曹と一般の市民にお
ける意識の相違を明らかにするとともに、
裁判員裁判の経験事例を集積して、これを
体系化する作業を試みること、さらにこれ
を踏まえ具体的な課題について、実験研究
により問題を解明することとした。具体的
に、公判・評議技術を検証する際に、研究方
法としては、実証的な手法を用いて、主に以
下の 3点を行った。 
1．従来の議論を整理して、先行研究を分析
するとともに、2004年、2006 年に行った意
識調査を継続して行うこととし、裁判員裁判
における公判・評議技術を検討する際の土台
作りを行うこととした。 
2．公判・評議技術を考える際に、実際の実
務を知ることが必要であると考え、弁護への

インタビュー調査を行うこととした。これは、
裁判員裁判を経験した弁護士を招き、共同研
究者と 4名を交えた研究報告と質疑応答形式
で行うこととし、合わせて、その一部始終を
記録（録音）することとした。 
3．この検討を踏まえて、具体的な実験・調
査を行うこととした。実験・調査に当たって
はウェブを使った実験・調査を行うこととし、
具体的な分析は、統計的にデータを分析する
とともに、いくつかの条件を設定して、その
差を調査するという心理学の手法を用いた。 
 
４．研究成果 
(1) 意識調査の概要と成果 
裁判員裁判における公判・評議技術を検証

する上で、市民の意識を調査することが重要
であると考え、継続的に行ってきた調査を
2010年度に再度行った。調査の概要は、2004
年の調査を踏襲して、等間隔抽出法により、
選挙人名簿から無作為に（場所：名古屋市緑
区、東京都大田区、福島県福島市）、有権者
総数から基本的に 600人間隔で偏りがないよ
うに回答者を抽出し、合計 1500 人に郵送レ
ターを送付した（2010年 11 月）。また、この
調査では、2006年に行った調査の項目を追加
した。2010 年の有効回答は 427 通（回収率
28.5%）であり、2004 年の有効回答、294 通
（回収率 20％）を上回った。 
従来の調査では、概要として、次のような

ことが分かっていた。すなわち、一般の市民
は、裁判員制度について積極的な参加意欲が
相対的に低く、国民の義務であるといった意
識も相対的に低い。しかし、その課題意識と
しては、法の専門性についての不安が顕著に
高く、調査では、裁判員になることへの消極
的事柄として、裁判のことがよくわからない
について、そう思う・ややそう思うと回答し
た割合が約 75％になっていた。また、法曹へ
の信頼感も、相対的に低いものがあった。例
えば、2006 年の調査では、あなたが裁判員に
なったときに、検察官や弁護士はあなたを尊
重してくれると思うかという設問に、はいと
答えた割合は約 40％弱であった。これらの調
査から、司法は市民から遠い存在であるもの
の、裁判所の判断についても必ずしも満足し
ていないこと、市民は法律の専門性や実際の
判断形成に不安を抱いていることから、法教
育の充実化や裁判員が公判での理解・判断形
成を高める施策が課題であること、法律家が
いかに裁判員を尊重していくことができる
かが重要な課題であると、指摘していた。 
この傾向は、2010年の調査でも同様であっ

た。すなわち、参加意欲が相対的に低いこと
や、市民は依然として法の専門性について不
安を抱いていることは、2010 年の調査で劇的
に変化したわけではなかった。相対的に 2010
年の調査では、積極性や自信度など否定的な

 



 

意見が増加していた。また、裁判員に参加す
ることについての積極的事柄について設問
したところ、「自分にとって役に立つと思う
から」という項目では約 10％減少するなど、
やや後ろ向きの意見が増えていることが分
かった。このように、特に、2004 年、2006
年の調査と 2010 年の調査との比較では、統
計的に有意な差がみられるものはほとんど
なかったが、裁判員制度への賛成度の低下な
ど、有意な差がみられるものもあった。そこ
で、総じて、裁判員制度の理解が一般に浸透
しているものの、裁判員制度への否定的な見
解が増えていることを窺わせた。これは、一
般の人々が、裁判員制度について考えるよう
になり、以前よりも、むしろ自分のこととし
て、より真剣に考えるようになった表れであ
るとも評価できよう。 
その他、2010年の調査では、犯罪について

の意識や、若年の犯罪についての意識、被害
者の意識についても追加的に調査した。一般
に、犯人追求型の発想は根強く、被害者参加
については、やや好意的な評価が多かった。
また、若年ということが有利に判断される傾
向にはあまりないことが分かった。 
 

(2) 弁護士インタビューの概要と成果 
次に、弁護士インタビューにおいて、裁判

員裁判に特有の刑事尋問技術に関する課題
を調査した。現状分析のために、裁判員裁判
を実際に経験した弁護士からのインタビュ
ーを試みた（12 例）。これらから、裁判員裁
判によって一般の市民が参加することにつ
いての長所・短所や、新しい課題が、徐々に
明らかになってきた。 
まず、公判活動で常に配慮することとして、

いかにして裁判員法廷で市民の「共感」を獲
得するかということが指摘された。そしてこ
のことは、どの事例においても、重要なポイ
ントであるということが分かった。そのため
に、様々な方策について、弁護人が検討して
いることも分かった。 
例えば、被告人質問の重要性が、以前にも

増して高まったことが、指摘されていた。そ
の際には、被告人にどのように語らせるべき
なのか、あるいは語らせないでおくべきなの
かといった視点の重要性が指摘された。また、
被告人質問で被告人に尋問すべき項目の順
番についての配慮や、被告人質問のリハーサ
ルなどの事前準備の重要性が指摘された。 
次に、被害者に対する対応も配慮が必要で

あることが指摘された。特に被害者の落ち度
にどのように対応するかが、弁護人にとって
は大きな課題であることが分かった。 
また、法律家が従来から共有していた常識

が、裁判員裁判では、必ずしも通用しないこ
とがあることも指摘された。具体的には、若
いというだけでは、裁判員は何も考慮してく

れないため、方針の転換が必要であることが
指摘された。 
また、共感を得るためには、被告人が犯罪

に至るまでの過程を、どのように説明できる
のかが重要であり、反省しているというだけ
では、裁判員は何も考慮してくれないという
観点も強調された。 
さらに、一般の市民は司法制度、刑罰制度、

あるいは犯罪についての十分に知らないと
ころがあり、その制度は必ずしも被告人を断
罪するためだけに組み立てられているわけ
ではないので、その趣旨についての積極的な
情報提供を行うことなど、工夫が必要である
ことが、取り上げられた。 
これら公判技術における検討事項が、イン

タビューを行っていく過程で、徐々に明らか
になってきた。しかし、裁判員の共感を得る
ための具体的な仕組みが、法律家の間ではよ
く分からない未解決の問題が多数あること
も明らかになった。具体的には、弁護側求刑
の是非、写真の活用における効果、第三者（例
えばカウンセラーなど）を積極的に利用する
ことの効果、被告人質問について弁護側が被
告人質問を先行していくことがよいのかど
うか、といった問題である。これらについて
は、弁護士の間では必ずしも共通した理解が
得られていないことが、インタビューを通じ
て明らかとなってきた。 
 また、覚せい剤事件などの事実認定につい
ては、裁判員の感覚がこれまでの感覚とは異
なるために無罪判決が出るようになったが、
重大犯罪で責任能力を問う事件では、十分に
弁護側の主張が裁判員には伝わらず、共感が
従前よりも得にくくなったことも、明らかに
された。 
 
(3) WEB 調査・実験の概要と成果 
これらの取り組みとその成果を分析して、

心理実験の手法を加えた調査・実験を行った。
まず、第一に、犯罪を自認している事件を前
提とした重大事件を題材にして、刑の重さを
判断するときの要素がいかに意識されてい
るのか、第二に、刑の重さを判断するに当た
って必要と考える知識とは何か、第三に、刑
の重さを判断するときに、被告人に関して必
要と考えられる事柄とは何か、を探るために
参加者の意識を尋ねることとした。そして、
これらの結果を踏まえたうえで、第一に、最
後の求刑の段階で、弁護人が量刑について意
見を述べることにどのような効果があるの
か、第二に、弁護側が被害者の落ち度を強調
することについて（あるいは控えることにつ
いて）、どのような効果があるのか、第三に、
証人・被告人が自ら語ることと（オープン質
問型）、はい・いいえで答えること（クロー
ズド質問型）との間に相違があるのか否かを、
主に量刑との関係で検証する実験を計画し

 



 

た。 
この調査・実験は、調査会社に依頼し、イ

ンターネットを使って、調査会社が確保して
いる WEBモニターが回答するという形式で行
った。これらモニターには、まず、架空のシ
ナリオ事例（殺人・死体遺棄の事案）を読ん
でもらうこととした。そしてそのシナリオを
読んだ後に、質問項目にそれぞれ回答を求め
ることとした。シナリオの中で、検察官によ
る被害者遺族への尋問には、被害者の人柄、
被害者遺族の心理的負担、被害者側の事情、
厳罰の要求が含まれている。また、弁護人に
よる被告人質問については、動機、反省の弁、
謝罪、示談の成立、家族の支援体制が述べら
れていて、それぞれ量刑判断へ影響する要素
を組み込むようにした。 
さらに、これらの尋問・質問部分について

は、オープン質問とクローズド質問の質問形
式で相違を設けた。また、弁護人が、最終弁
論で、被害者の落ち度の主張をした場合とそ
うでない場合をそれぞれ回答者に示した。さ
らに、検察官の求刑が懲役 20 年の場合と 15
年の場合に、弁護求刑が「寛大な措置を求め
る」場合と懲役 10 年を求刑する場合で区別
して提示した。 
この結果として、16 通りのシナリオをモニ

ターに示す実験となった。これらに対して、
主に刑の量定に違いがあるかを調べた。刑の
量定については、1年から 23 年までと無期懲
役、死刑について選択できるようにし、無期
懲役と死刑についてはそれぞれ無期懲役、死
刑を、直接、選択できるようにした（ただし、
それぞれ数量的な分析では、24、25年と換算
して、分析を試みた）。 

また、尋問パターンの相違について検証す
るために①尋問の理解度、②表出度（被尋問
者は自分の主張を伝えることができたかど
うかの質問）、③説得力、④同情（被尋問者
の言うことに同情したかどうかの質問）、⑤
量刑への影響、⑥尋問技術について、それぞ
れ評定を求めることとした。 
以上の実験・調査を計画し、具体的に実行

した。実施時期は、2012 年 2 月 3～6 日であ
り、回答数は 1944 件（配信数：11798件）で
あった。 
ここでは、調査の主な概要については、ま

ずは記すこととする。性別は、男性 51.3％、
女性 48.2％と、ほぼ同等の数を確保できた。
年齢は、20 歳代 18.9％、30 歳代 20.4％、40
歳代 17.1％、50歳代 20.8％、60歳代 20.0％
と、ほぼ均等に確保することができた。刑の
量定については、特徴として、懲役 10年 316
名、懲役 15 年 422名、懲役 20 年 336 名が多
く、検察求刑、弁護側求刑などの数字の区切
りに多くの回答が集まった。その他、無期懲
役は 288 名、死刑は 131名であった。 

次に、これらの刑の重さを判断したとき

に、それぞれ、どのように考えましたかと
する設問については、13項目について回答を
求めた。その中で、やや重視した・重視した
と回答した割合で 70％を超えたもの、あるい
は 60％を超えたものが、主に罪体に関連する
項目であった。この結果からは、主に犯行態
様、犯罪それ自体の重さ、犯行後の事情が刑
の量定において重視される傾向にあり、若年
であること、被害者の感情については、相対
的には、重視するとする割合が低いことが分
かった。 
また、被告人の刑の重さを判断するに当

たって、知ることを重要と思うかとする設
問について、8 項目について回答を求めた。
すると、やや重要である・重要であると答え
た割合について、80％を超えたものが、被告
人が犯行に至る動機であった。次に、50％を
超えたものが、被告人の被害者への謝罪の気
持ち、被告人の反省の気持ち、被告人の生い
立ち・背景事情であった。この結果からは、
やはり罪体を考える上での動機や生い立ち、
反省の気持ちなどに関心が高く、弁護人が積
極的に弁論などで情報を提供しようとして
いる刑務所の処遇のあり方や家族の事情に
ついては、相対的に関心が低かった。 
被告人にとって必要と思うことについて、

5 つの項目について回答を求めた。結果とし
ては、やや必要である・必要であるとする割
合が、いずれの項目も相対的に高かった。た
だし、本人が十分に反省すること、本人が自
立した人生を歩むこと、などが相対的に高か
った。逆に刑務所で厳しくすることについて
は相対的に低く、一般の人々の意識は、反省、
自立などを、被告人自身の今後について要求
する傾向にあることが分かった。 
このように、一般的には、刑の量定には犯

罪の態様など犯罪それ自体にまずは関心が
高く、被告人が犯行に及んだ動機などをより
明快にする公判技術がやはり有益であるこ
とが明らかになりつつある。したがって、調
査結果からは、共感を得ることができる公判
技術を探ることこそが、やはり有益であるも
のと考えらえる。 
 以上の調査を元にして、量刑への弁護側求
刑の効果について、4 条件（検察求刑、弁護
求刑、落ち度の有無、尋問パターン）の分析
を試みた。分散分析について最初に交互作用
があるかどうかを分析し、その後、より低次
の効果があるかどうかを分析した。 
 交互作用効果については、尋問方式×検察
側求刑×弁護側求刑、被害者の落ち度の有無
×尋問方式×弁護側求刑の 3次の交互作用が
有意であった。 
すなわち、尋問方式×検察側求刑×弁護側

求刑の場合については、3 つの条件の交互作
用があった場合、尋問方式をオープン質問型
とクローズド質問型に分けると、クローズド

 



 

質問型の場合で検察側求刑と弁護側求刑の
交互作用が有意であった。つまり、尋問方式
がクローズド質問型で検察側求刑が 20 年の
とき、弁護側求刑が 10 年と言うか寛大と言
うかで違いがあるということが結果として
得られ、弁護側が 10 年と求刑する方が、量
刑が低くなることに有意差が示された。 
被害者の落ち度の有無×尋問方式×弁護

側求刑については、被害者の落ち度がなかっ
た場合、尋問方式がオープン質問型か一問一
答型かで、弁護側求刑の効果が違ってくるこ
ととなり、さらにクローズド質問型のときに、
弁護側求刑の効果が違ってくるという結果
が得られた。つまり、このとき弁護側が 10
年と求刑した方が、寛大な処置を求めた場合
よりも軽い量刑が得られることに有意差が
示された。また、被害者の落ち度があった場
合、オープン質問型のときに、弁護側が寛大
な処置をと言うと量刑が厳しくなり、10 年の
求刑を求めると、量刑が低くなるという有意
な差が示された。 
このように、これらの場合については、寛

大な処置をと述べる場合は 10 年と述べる場
合よりも、量刑が重くなるということであっ
た。その理由は、弁護側が、具体的な年数を
求刑として示すことで、量刑に対してアンカ
ー効果が生じるものと想定される。すなわち、
人間が数字に関する判断をするときには、最
初に何らかの形で数字を頭の中に入れると、
数字から修正するという形で数値に関する
意思決定をする。したがって、最初に検察側
から 20 年と言われると、20 年から重いか軽
いかということで意志決定される。しかし 20
年に対して弁護側が 10 年と述べると、小さ
い方に修正して引っ張る効果があるのでは
ないかと考えられることが、この実験から分
かってきた。 
次に尋問パターンの量刑などに与える影

響について検証した。法廷で使われる尋問形
式においては、答えを暗示する誘導尋問が、
典型的な反対尋問の方式である。そこでは代
理人が出来事を述べ、証人は「はい」か「い
いえ」で答えることが多く、「どうだった？」
などの WH 質問やオープン質問は行うことが
あまりないのが、法廷での尋問の実際である。
説明や理由を尋ねるオープン質問型は、何を
言うか分からないから危険な発言をもたら
す可能性があるとして、法廷ではどちらかと
言えば回避される傾向にある。しかし、一般
の面接研究では、WH 質問やオープン質問の方
が「はい」「いいえ」で答えるクローズド質
問よりも正確な情報を、より多く引き出すこ
とが知られている。このことは、被害者や被
疑者への面接、模擬接見においても確認され
ている。また、オープン質問型による面接は、
説得力があるとされている。 
量刑については、オープン質問型では自分

の言葉が話される分、尋問で伝えられる情報
の重みが増し、検事や弁護人による「求刑」
や被害者の落ち度の要因は相対的に小さく
なるだろうと予測される。また、尋問の評定
については、オープン質問型の方が、クロー
ズド質問型よりも評価が高いであろうとの
予測されるため、それぞれの仮説を検証しよ
うと試みた。 
調査結果はこの仮説を実証するものであ

ったと言える。量刑については、オープン質
問型では、検事や弁護人の求刑、被害者の落
ち度の影響は見られなかったが、クローズド
質問型では、次の二つの場合に差が見られた。 
すなわち、第一に、検事が「20 年」を求刑

し、弁護人が「寛大な処置を」と述べたとき、
第二に、弁護人が「寛大な処置を」と述べ、
被害者の落ち度がないときに、量刑がそれぞ
れ重いという結果が得られたのである。これ
は、被尋問者が「はい」「そうです」と答え
るだけでは、被尋問者側の情報は、刑の量定
の際に、回答者があまり考慮することもなく、
検事や弁護人の求刑、被害者の落ち度がより
強くここでの量刑に反映されるのではない
か、と考えられることになる。また、評定に
ついても、予測通り、オープン質問型の方が
クローズド質問型よりも、表出度、説得力が
高く、また、尋問技術も高く評価されるとい
う結果が得られた。 
このように、提供する情報について、同じ

量、内容であっても証人・被告人が語るか、
検事・弁護士が語るかにより、量刑や尋問の
評価が異なることが分かってきた。 
本調査・実験については、今後、さらに深

く分析する必要性がある。ただし、以上のよ
うな調査・実験から、弁護側求刑が持つ意義
が大きいこと、また尋問方式によって共感を
得られる可能性が高まることが分かってき
た。また、語ることを重視するとすれば、事
前準備やリハーサルなども、公判技術として
有益である可能性が高まったと言える。この
調査・実験からは、裁判員裁判の経験を通じ
て、弁護人が必要であると考える公判技術と
重なるものもあれば、懐疑的であった試みの
有用性を示すものでもあった。一方、調査か
らは、弁護人が必要として工夫していた試み
について、一般の市民はあまり必要性を感じ
ていないものもあった。このように、これら
の結論は、今後のわが国の公判技術・評議技
術を検証する上で、有益な示唆を与えるもの
と考えられる。 
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